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東京一極集中が急速な人口減少を招き、近い将来、我が国全

体の活力を奪い、国家の存立さえも危うくしかねない。 

今こそ、国民の不安を払拭し、我が国の明るい未来を切り拓

くため、国と地方自治体が一丸となって行動しなければならな

い。 

  

我 「々日本創生のための将来世代応援知事同盟」は、女性や

若者の活躍促進、地方への移住・定住の促進、子育て環境の充

実、地域経済の活性化に向け、反転攻勢をしかけていく決意を

本年５月「おかやま声明」で宣言した。 

 

我々は、今後１２県による共同事業など、地方創生に向けた

取組を積極的に進めていく。国は地方に対し、本気で地方創生

に取り組むよう求めており、これに応えて、地方自治体は積極

的に地方版総合戦略を策定し、覚悟をもって地方創生に向けた

取組を実施していく所存である。国としても本気で財政、情報、

人材の支援に取り組んでいただきたい。また、若い世代が地方

で暮らし、結婚・出産・子育てができる社会の実現を最重要課

題と位置付け、次の事項について、迅速かつ強力に取り組まれ

ることを求める。 



 

提 言 事 項  

 
 

１ 「そうだ、地方で暮らそう！」国民会議との連携について 

  「そうだ、地方で暮らそう！」国民会議の立ち上げに呼応し、「日

本創生のための将来世代応援知事同盟」では、都市から地方へ人の流

れを作り、将来世代を応援する取組を地方から実践することとしてい

るため、国民会議との情報共有や各県の連携による取組への地方創生

先行型交付金の活用に配意すること。 

 
 

２ 将来世代を応援するために必要な財源の確保について 

(1) 新型交付金について  

国の平成26年度補正予算で地方創生先行型交付金が1,700億円措置

されたが、地方創生の取組を平成28年度から本格実施するため、新型

交付金については、地方において十分な事業が実施できるよう、大胆

に総額を確保すること。 

また、少なくとも当面の５年間を見据えて施策展開が図られるよう、

継続的な交付金とし、その見通しを示すとともに、自由度の高い弾力

的な制度とすること。 

(2) 地方一般財源の確保、補助金等の自由度の向上について 

地方の安定的な行財政運営に必要な地方一般財源を十分に確保する

とともに、「まち・ひと・しごと創生事業費」についても拡充すること。 

また、地方創生を深化させるため、各省庁が実施する将来世代を応

援するための取組に活用する補助金などについても使い勝手の良い制

度とすること。 

 

 

 



(3) 少子化を克服するための財源確保について 

少子化対策は、人口減少に歯止めをかけ、東京一極集中を是正する

地方創生の取組を深化させるうえでも非常に重要であり、出生率を回

復させた諸外国の例を参考に、未来への投資として、これまでの延長

線上にない規模の少子化対策を講じるための財源を確保すること。 

特に、地域少子化対策強化交付金については、地方の新たな取組を

一過性のものに終わらせないためにも、当初予算に計上の上、制度の

恒久化を図ること。また、多くの自治体が取り組む結婚対策等にも柔

軟に使えるようにするなど弾力的な運用を可能とすること。 
 

 

３ 日本創生のために政府として取り組むべき政策について 

   

(1) 子育てに伴う負担の大胆な軽減 

保育所・幼稚園の保育料の段階的な無償化、高等教育に係る費用負

担の軽減、子どもの医療費助成制度の創設など、多子世帯に限らず、

子育て世帯に対する経済的負担の軽減を国策として取り組むこと。 

合わせて、子育て世帯等の経済的負担の軽減に取り組む地方の自主

的な取組を阻害することのないよう、小児医療費助成などの地方単独

事業に係る国民健康保険の国庫負担金等の減額措置を廃止すること。 

(2) 子育てと仕事の両立に向けた支援の充実について 

子育てと仕事の両立を図るため、女性が活躍できる職場環境の充実

や育児支援制度の拡充など大胆な支援策を講じること。 

(3) 地方回帰の推進について 

東京一極集中を打破するため、地方での生活に価値を見出し、積極

的に地方移住を選択できるよう、地方での暮らしを促進する施策を講

じること。 

 


